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4出典：「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律の一部を改正する法律
の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令案概要」等に係る意見募集について

主　な　事　項 概　　　　要

（1）監理支援機関の許可期間 ・有効期間は許可の日から起算して３年、主務省令で定める基準に適合しているものである場合は５年

（2）経過措置

　①「育成就労計画認定申請」に関するもの ・改正法の施行日前に、育成就労計画の認定を受けようとする者は、（技能実習法に基づく）監理団体が

　育成就労に係る雇用関係の成立のあっせんを業として行うことができる。

　②技能実習２号から３号に移行できる者 ・改正法の施行日の時点で２号技能実習を１年以上行わせている者。

　③日本語教育に関するもの ・認定日本語教育機関の就労課程において100時間以上の授業時間数の授業科目を履修することができるよう

　必要な措置を講じていることとする旨の規定の適用については、当分の間、登録日本語教員による授業を

    100時間以上受けることで、履修したものとみなす。

（3）目標及び内容の基準

　①育成就労の目標　　　　　〈修得させる技能〉 ・修得させる技能に係る３級の技能検定又はこれに相当する育成就労評価試験の合格

　　　　　　　　　　　　　　〈日本語能力〉 ・本邦での生活及び従事させる業務に必要な日本語能力を有していることが試験その他の評価方法により証明

　されること

　②必須業務に従事させる時間 ・業務に従事させる時間全体の３分の１以上

　　安全衛生業務に従事させる時間 ・業務に従事させる時間全体の１０分の１以上

　③協議会への加入 ・育成就労産業分野に係る分野別協議会に加入していること

　④入国後講習

・原則320時間以上、ただし入国前に160時間以上行っていれば160時間以上に短縮可。さらに、日本語能力が試験

　等で証明されていれば原則220時間以上で、入国前に110時間以上行っていれば110時間以上に短縮可。

・日本語試験未合格の場合、入国後講習における認定日本語教育機関の就労課程（当分の間は、登録日本語教員に

　よる授業でも可）で、100時間以上の相当講習を受けること。

パブリック・コメント制度に基づく意見募集で示された政令・省令・告示（案）の概要【抜粋】



5

主　な　事　項 概　　　　要

（4）育成就労実施者に求められる体制（要約）

　①育成就労責任者
・育成就労指導員、生活相談員その他の育成就労に関与する職員を監督することができる立場にあり、か

　つ、過去３年以内に育成就労責任者に対する講習を修了した者

　②育成就労指導員 ・該当技能について５年以上の経験を有し、過去３年以内に育成就労指導員に対する講習を修了した者を１

　名以上選任

　③生活相談員 ・過去３年以内に告示で定める講習を修了した者を１名以上選任

以上はいずれも常勤の役職員であること

（5）育成就労外国人の数 ※別紙参照

　○指定区域の設定

　（＝都市部ではない地域）

・以下の地域は「指定区域外」＝都市部

　埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県

※いずれの都府県も一部の市町村地域を除く。

～ パブリック・コメント制度に基づく意見募集で示された政令・省令・告示（案）の概要【抜粋】

出典：「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律の一部を改正する法律
の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令案概要」等に係る意見募集について



育成就労外国人の数（監理型育成就労の場合）※法施行時の技能実習生を含む

（※）育成就労実施者が優良基準を満たす場合は、基本人
数枠の２倍、さらに、監理支援機関・育成就労実施
者が、共に、優良基準を満たし、育成就労実施者が、
「指定区域」である場合は、基本人数枠の３倍まで、
受入れが可能。
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本人希望による転籍の場合の転籍先実施者の要件（主なものを抜粋）

・本人希望による転籍者の割合が３分の１を超えないこと

・指定区域外（＝都市部）の場合は区域内からの転籍者の割合が６分の１を
超えないこと

・優良基準に適合すること

・転籍者の取次ぎ及び育成に係る以下の費用を転籍前の育成就労実施者に支
払うこと

-原則：告示で定める金額の６分の５
-転籍前の期間が１年６月以上２年未満の場合 → ３分の２
- ２年以上２年６月未満の場合 → ２分の１
- ２年６月以上の場合 → ４分の１
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※１ 別途、受入れ人数枠
の上限もかかる。

例）受入人数枠が24人で、
非転籍者を既に20人受

入れている場合、転籍者
の上限は、24-20＝４人
となる。

※２ 都市部の実施者につ

いてのみ上限が設けら
れる。
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  転籍者数の上限（例）

③うち都市部以外（指定区
　域）からの転籍者数
（①の１/６以下）（※２）

24 8 4

18 6 3

6 2 1

①在籍する育成就労外国人の数（法施行時の技能実習生を含む）

②うち転籍者数
（①の１/３以下）
　　　　　　　（※１）

出典：第３回特定技能制度及び育成就労制度の円滑な施行及び運用に向けた有識者懇談会資料
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主　な　事　項 概　　　　要

（6）監理支援機関の体制
・監理支援を行う監理型育成就労実施者の数が２以上であること

・常勤の役員又は職員（監理支援の実務に従事する者）の数が、次のいずれの数も超えていること

ア：監理支援を行う監理型育成就労実施者の数を８で除して得た数

　　（その数が１未満である場合には、１とする）

イ：監理支援を受ける監理型育成就労の対象となっている監理型育成就労外国人の数を40で除して得

　　た数（　〃　）

（7）登録支援機関の拒否事由 ① 支援業務を行う事務所ごとに、常勤の役職員の中から支援責任者（過去３年以内に講習を修了）

　 及び支援担当者（支援責任者と兼任可）をそれぞれ１名以上選任していない者

② 支援担当者の数が、当該支援業務に係る特定技能外国人の数を50で除して得た数を超えていない者

③ 支援担当者の数が、当該支援業務に係る特定技能所属機関の数を10で除して得た数を超えていない者

（8）その他、法務省令の改正 　特定技能1号の在留資格に関し、在留期間の計算から、妊娠、出産、育児等のやむを得ない事情により業務に従

事できなかった期間を除くこと、および、在留期間の上限を相当な理由がある場合（試験に不合格など）に６年と

すること、また、特定技能の在留期間を３年以内で法務大臣が定める期間とすること、など。

～ パブリック・コメント制度に基づく意見募集で示された政令・省令・告示（案）の概要【抜粋】
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